
 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３１年 

 

 

 

壱岐市議会定例会３月会議議案 

 

 

 

 

             （平成３１年３月５日提出分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成３１年壱岐市議会定例会３月会議議案 
 

 

議案第 ２ 号  石田町幼保連携型認定こども園新築工事（建築主体工事）請負契約の

変更について 

 

議案第 ３ 号  壱岐市まちづくり協議会設置条例の制定について 

 

議案第 ４ 号  壱岐市行政組織条例の一部改正について 

 

議案第 ５ 号  壱岐市犯罪被害者等支援条例の制定について 

 

議案第 ６ 号  壱岐市債権管理条例の制定について 

  

議案第 ７ 号  壱岐市長の調査等の対象となる法人を定める条例の一部改正について 

 

議案第 ８ 号  壱岐市税条例等の一部改正について 

 

議案第 ９ 号  壱岐市立図書館条例の制定について 

 

議案第１０号  壱岐市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について 

 

議案第１１号  壱岐市立幼保連携型認定こども園条例の制定について 

 

議案第１２号  壱岐市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める

条例の一部改正について 

 

議案第１３号  壱岐市水道事業の設置等に関する条例の一部改正について 

 

議案第１４号  公の施設の指定管理者の指定について（青嶋公園） 

 

議案第１５号  公の施設の指定管理者の指定について（壱岐市地域福祉活動拠点施設） 

 

議案第１６号  公の施設の指定管理者の指定について（へい死獣畜一時保管処理施設） 

 

議案第１７号  公の施設の指定管理者の指定について（イルカパーク） 

 

議案第１８号  公の施設の指定管理者の指定について（勝本総合運動公園） 

 

議案第１９号  友好都市の提携について 

  

議案第２０号  新市建設計画の一部変更について 



  

議案第２１号  過疎地域自立促進計画（変更）の策定について 

  

議案第２２号  あらたに生じた土地の確認及び字の区域の変更について 

  

議案第２３号  平成３０年度壱岐市一般会計補正予算（第７号） 

  

議案第２４号  平成３０年度壱岐市国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号） 

  

議案第２５号  平成３０年度壱岐市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

 

議案第２６号  平成３０年度壱岐市介護保険事業特別会計補正予算（第４号） 

 

議案第２７号  平成３０年度壱岐市下水道事業特別会計補正予算（第 3号） 

 

議案第２８号  平成３０年度壱岐市水道事業会計補正予算（第 2号） 

 

議案第２９号  平成３１年度壱岐市一般会計予算 

  

議案第３０号  平成３１年度壱岐市国民健康保険事業特別会計予算 

  

議案第３１号  平成３１年度壱岐市後期高齢者医療事業特別会計予算 

  

議案第３２号  平成３１年度壱岐市介護保険事業特別会計予算 

  

議案第３３号  平成３１年度壱岐市下水道事業特別会計予算 

 

議案第３４号  平成３１年度壱岐市三島航路事業特別会計予算 

 

議案第３５号  平成３１年度壱岐市農業機械銀行特別会計予算 

 

議案第３６号  平成３１年度壱岐市水道事業会計予算 

  

  

 



議案第２号 

 

石田町幼保連携型認定こども園新築工事（建築主体工事）請負契 

約の変更について 

 

石田町幼保連携型認定こども園新築工事（建築主体工事）請負契約を下

記のとおり変更するため、地方自治法第９６条第１項第５号の規定によ

り、議会の議決を求める。 

 

平成３１年３月５日提出 

 

壱岐市長 白 川 博 一   

 

 

記 

 

  

１ 契 約 の 目 的  石田町幼保連携型認定こども園新築工事 

（建築主体工事） 

 

２ 契 約 の 方 法  随意契約（制限付き一般競争入札） 

 

３ 変更後契約金額  金２０７，２３１，４８０円 

  （現契約金額  金２０６，０６４，０００円） 

  

４ 契約の相手方  壱岐市石田町石田東触８５３番地 

          （有）安川建設 

          代表取締役 安川 昭彦 

 

 

（提案理由） 

外構工事の追加等により所要の変更契約を行う。 



目隠しフェンス　L=35.4m

既存通路の補強及び手摺
（ガードパイプ）L=6m

転落防止柵 1箇所
（アルミパンチングメタル）

こども家庭課
線



議案第３号 

 

 

 

 

   壱岐市まちづくり協議会設置条例の制定について 

 

 

 壱岐市まちづくり協議会設置条例を別紙のとおり定める。 

 

 

 

 

  平成３１年３月５日提出 

 

 

壱岐市長 白 川 博 一   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 地域の特性や実情に合った魅力あるまちづくりの実現に向けて、

まちづくり協議会の設置に関し必要な事項を定め、地域住民の福祉

の増進、地域内の連携の強化及び市とまちづくり協議会の協働によ

る地域自治の推進を図るものである。 
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壱岐市まちづくり協議会設置条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、地域の特性や実情に合った魅力あるまちづくりの実現に

向けて、壱岐市自治基本条例（平成３０年壱岐市条例第３１号。以下「基本

条例」という。）第２５条の規定に基づく、コミュニティ活動を推進するた

めの新たな組織に関し、必要な事項を定め、地域住民の福祉の増進、連携の

強化及び市とまちづくり協議会（以下「協議会」という。）との協働による

まちづくりを推進することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(1) 住民 基本条例第３条第１号に定める市民をいう。 

(2) まちづくり協議会 小学校区を単位とする地域内の住民（以下「地域住

民」という。）により構成された組織をいう。ただし、市長が特に認める   

場合は、この限りでない。 

(3) まちづくり 住みよい豊かな地域社会をつくるために、地域住民及び 

市が取り組む活動をいう。 

（構成員） 

第３条 協議会の構成員は、当該協議会における地域住民とする。 

（協議会の設立等） 

第４条 市長は、第1条の目的を達成するため設置された協議会の認定を行う

ものとする。 

２ 前項に規定する認定を受けようとする協議会は、規則で定める事項を記載
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した申請書を提出するものとする。 

３ 市長は、前項の規定により申請書の提出を受けた場合において、その内容

を審査し、規則で定める基準に適合していると認めるときは、当該協議会を

認定するものとする。 

（活動） 

第５条 協議会は、当該地域の特性を活かし、当該地域の課題解決や魅力の向

上に向けて、自主的かつ主体的にまちづくりを行うものとする。 

２ 協議会と市は、お互いに補完し合いながら、まちづくりを行うものとする。 

３ 協議会は、その活動について、地域住民との情報共有を行うものとする。 

４ 協議会は、自らが取り組む地域のまちづくりの目標、活動方針、内容等を

定めたまちづくり計画を策定するものとする。 

（活動の制限） 

第６条 協議会は、次に掲げる活動を行ってはならないものとする。 

(1) 宗教の教義を広め、又は信者を強化育成することを主たる目的とする活

動 

(2) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを主たる目的

とする活動 

(3) 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定す 

る公職をいう。以下同じ。）の候補者（候補者になろうとする者を含む。） 

若しくは公職にある者又は特定の政党を推薦し、支持し、又はこれらに反 

対することを目的とする活動 

(4) 公の秩序又は善良の風俗に反するおそれのある反社会的な活動 

（助言及び支援） 

第７条 市は、協議会の自主性及び主体性を尊重し、協議会と連携協力を行う
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ため、基本条例第２２条第２項に基づき、財政支援、人的支援、情報発信等

の支援を行うものとする。 

（その他） 

第８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 



議案第４号 

壱岐市行政組織条例の一部改正について

壱岐市行政組織条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。

平成３１年３月５日提出

壱岐市長 白 川 博 一

（提案理由）

ＳＤＧｓ未来都市の業務を総務部の分掌事務に追加するため、所要の改正

を行うものである。



壱岐市行政組織条例の一部を改正する条例

壱岐市行政組織条例（平成２３年壱岐市条例第１号）の一部を次のように

改正する。

第２条第１号中ソをタとし、セをソとし、スの次に次のように加える。

セ ＳＤＧｓ未来都市に関すること。

附 則

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。



議案第５号 

壱岐市犯罪被害者等支援条例の制定について

壱岐市犯罪被害者等支援条例を別紙のとおり定める。

平成３１年３月５日提出

壱岐市長 白 川 博 一

（提案理由）

本市における犯罪被害者等の支援に関し基本となる事項を定める

ことにより、犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽減に向けた取

組の推進並びに犯罪被害者等を支える地域社会の形成を図るため、

条例を制定するものである。
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壱岐市犯罪被害者等支援条例

（目的）

第１条 この条例は、犯罪被害者等基本法（平成１６年法律第１６１号）に定

める基本理念にのっとり、本市における犯罪被害者等の支援に関し基本とな

る事項を定めることにより、犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽減に向

けた取組の推進並びに犯罪被害者等を支える地域社会の形成を図ることを目

的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。

(1) 犯罪行為 犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に関

する法律（昭和５５年法律第３６号）第２条第１項に規定する犯罪行為を

いう。

(2) 犯罪等 犯罪行為及びこれに準じる心身に有害な影響を及ぼす行為をい

う。

(3) 犯罪被害者等 犯罪等により害を被った者及びその家族又は遺族で、市

内に住所を有するものをいう。

(4) 関係機関等 国、県、警察、他の地方公共団体その他の行政機関及び犯

罪被害者等の支援を行う民間の団体その他の犯罪被害者等の支援に関係す

る団体をいう。

(5) 事業者 市内において事業活動を行う個人及び法人その他の団体をいう。

(6) 市民等 市内に住所を有する者又は市内に通勤し、若しくは通学してい

る者及び事業者をいう。

(7) 二次的被害 犯罪被害者等への配慮を欠いた言動、中傷、報道等により
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犯罪被害者等が受ける経済的な損失、精神的な苦痛、プライバシーの侵害

その他の犯罪等が行われた後に副次的に受ける被害をいう。

（市の責務）

第３条 市は、第１条の目的を達成するため、犯罪被害者等の支援に関する施

策を講じなければならない。

２ 市は、前項の施策が円滑に実施されるよう、関係機関等と連携を図りなが

ら、協力しなければならない。

（市民等の責務）

第４条 市民等は、犯罪被害者等の名誉及び生活の平穏を害することのないよ

う十分に配慮し、二次的被害の防止に努めなければならない。

２ 市民等は、市及び関係機関等が行う犯罪被害者等の支援に協力するよう努

めなければならない。

（相談及び情報の提供等）

第５条 市は、犯罪被害者等が日常生活又は社会生活を円滑に営むことができ

るようにするため、犯罪被害者等が直面している問題について相談に応じ、

必要な情報の提供及び助言を行うとともに、関係機関等との連絡及び調整を

行うものとする。

２ 市は、前項に規定する支援等を行うための窓口を設置するものとする。

（見舞金の支給）

第６条 市は、犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図るため、犯罪被害者等に

対し見舞金を支給するものとする。

２ 見舞金の支給の対象となる者、見舞金の額その他見舞金の支給に関し必要

な事項は、規則で定める。

（日常生活の支援）

第７条 市は、犯罪被害者等が再び平穏な日常生活を営むことができるように
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するため、犯罪被害者等が置かれている状況に応じ、福祉サービスの提供そ

の他の必要な支援を行うものとする。

（居住の安定）

第８条 市は、犯罪等又は二次的被害により従前の住居に居住することが困難

となった犯罪被害者等の居住の安定を図るため、一時的な利用に供する市営

住宅の提供その他の必要な支援を行うものとする。

（雇用の安定）

第９条 市は、犯罪被害者等の雇用の安定を図るため、犯罪被害者等が置かれ

ている状況について事業者の理解を深めるための啓発活動に努めるものとす

る。

（市民等の理解の増進）

第１０条 市は、犯罪被害者等が置かれている状況及び犯罪被害者等の名誉並

びに生活の平穏への配慮の重要性について市民等の理解を深めるため、広報

活動及び啓発活動に努めるものとする。

（犯罪被害者等の支援を行わないことができる場合）

第１１条 市は、犯罪被害者等の支援を行うことが社会通念上適切でないと認

める場合は、犯罪被害者等の支援を行わないことができる。

（委任）

第１２条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。



議案第６号 

壱岐市債権管理条例の制定について

壱岐市債権管理条例を別紙のとおり定める。

平成３１年３月５日提出

壱岐市長 白 川 博 一

（提案理由）

市の債権の管理に関する事務処理基準等を定め、債権管理の一層の適正化を

図るため制定するものである。
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壱岐市債権管理条例

（目的）

第１条 この条例は、市の債権の管理に関する事務の処理について必要な事項

を定めることにより、市の債権の管理の適正を期することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。

(1) 市の債権 金銭の給付を目的とする市の権利をいう。

(2) 強制徴収債権 市の債権のうち、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

の規定に基づく徴収金に係るもの及び法令の規定に基づき国税又は地方税

の滞納処分の例により処分することができるものをいう。

(3) 非強制徴収債権 市の債権のうち、強制徴収債権以外のものをいう。

（他の法令等との関係）

第３条 市の債権の管理については、法令又は他の条例若しくはこれらに基づ

く規則等（地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１０条に規定す

る企業管理規程を含む。）に特別の定めがある場合を除くほか、この条例の

定めるところによる。

（市長の責務）

第４条 市長は、法令又は条例若しくは規則の定めるところにより、市の債権

の適正な管理及び事務の処理を行わなければならない。

（台帳の整備）

第５条 市長は、市の債権を適正に管理するため、規則で定めるところにより

台帳を整備するものとする。ただし、証明書発行手数料その他債権の性質上、
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市長が特に必要がないと認める債権については、この限りでない。

（債務者に関する情報）

第６条 市長は、市の債権について、履行期限までに履行されない場合におい

て、第８条から第１４条までの規定又はこれらの規定に相当する法令若しく

は他の条例若しくはこれらに基づく規則の規定に基づく措置又は処分（以下

この項において「措置等」という。）の判断に資する事項として必要と認め

るときは、当該債務者の当該市の債権以外の市の債権に係る滞納の有無（滞

納がある場合は、その滞納している額を含む。）及び市長が行った措置等の

情報を実施機関（壱岐市個人情報保護条例（平成１６年壱岐市条例第２４６

号）第２条第１号に規定する実施機関をいう。以下この条において同じ。）

の内部において利用し、又は他の実施機関から収集することができる。

２ 前項の規定により情報を利用し、又は情報の提供を受ける場合において、

当該債務者の所在が明らかでないときは、市長は、当該市の債権以外の市の

債権に関して保有する当該債務者の氏名、生年月日、住所、電話番号その他

当該債務者との連絡に必要な情報を実施機関の内部において利用し、又は他

の実施機関から提供を受けるものとする。

３ 市長は、前２項の規定により利用し、又は提供を受けた情報を当該市の債

権の管理に関する事務以外の事務に利用してはならない。

４ 市長は、第１項及び第２項の規定により利用し、又は提供を受けた情報を

当該市の債権の管理に関する事務に利用する場合は、当該債務者及び第三者

の権利利益を不当に侵害することのないようにしなければならない。

（督促）

第７条 市長は、市の債権について、履行期限までに履行しない者があるとき

は、法令又は他の条例の定めるところにより、期限を指定してこれを督促し
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なければならない。

（滞納処分等）

第８条 市長は、強制徴収債権について、前条の規定による督促を受けた者が

指定した期限までに履行しないときは、滞納処分を行わなければならない。

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、法令に定める事由に該当するときは、

徴収猶予、換価の猶予又は滞納処分の停止をすることができる。

（強制執行等）

第９条 市長は、非強制徴収債権について、第７条の規定による督促をした後

相当の期間を経過してもなお履行されないときは、次に掲げる措置をとらな

ければならない。ただし、第１２条に規定する徴収停止の措置をとる場合又

は第１３条の規定により履行期限を延長する場合その他特別の事情がある

と認める場合は、この限りでない。

(1) 担保の付されている非強制徴収債権（保証人の保証があるものを含む。）

については、当該債権の内容に従い、その担保を処分し、若しくは競売そ

の他の担保権の実行の手続をとり、又は保証人に対して履行を請求するこ

と。

(2) 債務名義のある非強制徴収債権（次号の措置により債務名義を取得した

ものを含む。）については、強制執行の手続をとること。

(3) 前２号に該当しない非強制徴収債権（第１号に該当する非強制徴収債権

で同号の措置をとってもなお履行されないものを含む。）については、訴訟

手続（非訟事件の手続を含む。）により履行を請求すること。

（履行期限の繰上げ）

第１０条 市長は、市の債権について、履行期限を繰り上げることができる理

由が生じたときは、遅滞なく、債務者に対し、履行期限を繰り上げる旨の通
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知をしなければならない。ただし、第１３条第１項各号のいずれかに該当す

る場合その他特に支障があると認める場合は、この限りでない。

（債権の申出等）

第１１条 市長は、市の債権について、債務者が強制執行又は破産手続開始の

決定を受けたこと等を知った場合において、市が債権者として配当の要求そ

の他債権の申出をすることができるときは、直ちに、そのための措置をとら

なければならない。

２ 前項に規定するもののほか、市長は、市の債権を保全するため必要がある

と認めるときは、債務者に対し、担保の提供（保証人の保証を含む。）を求

め、又は仮差押え若しくは仮処分の手続をとる等必要な措置をとらなければ

ならない。

（徴収停止）

第１２条 市長は、非強制徴収債権で履行期限後相当の期間を経過してもなお

完全に履行されていないものについて、次の各号のいずれかに該当し、これ

を履行させることが著しく困難又は不適当であると認めるときは、以後その

保全及び取立てをしないことができる。

(1) 法人である債務者がその事業を休止し、将来その事業を再開する見込み

が全くなく、かつ、差し押さえることができる財産の価額が強制執行の費

用を超えないと認められるとき。

(2) 債務者の所在が不明であり、かつ、差し押さえることができる財産の価

額が強制執行の費用を超えないと認められるとき、その他これに類すると

き。

(3) 債権金額が少額で、取立てに要する費用に満たないと認められるとき。

（履行延期の特約等）
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第１３条 市長は、非強制徴収債権について、次の各号のいずれかに該当する

場合においては、その履行期限を延長する特約又は処分をすることができる。

この場合において、当該債権の金額を適宜分割して履行期限を定めることを

妨げない。

(1) 債務者が無資力又はこれに近い状態にあるとき。

(2) 債務者が当該債務の全部を一時に履行することが困難であり、かつ、そ

の現に有する資産の状況により、履行期限を延長することが徴収上有利で

あると認められるとき。

(3) 債務者について災害、盗難その他の事故が生じたことにより、債務者が

当該債務の全部を一時に履行することが困難であるため、履行期限を延長

することがやむを得ないと認められるとき。

(4) 損害賠償金又は不当利得による返還金に係る債権について、債務者が当

該債務の全部を一時に履行することが困難であり、かつ、弁済につき特に

誠意を有すると認められるとき。

(5) 貸付金に係る債権について、債務者が当該貸付金の使途に従って第三者

に貸付けを行った場合において、当該第三者に対する貸付金に関し、第１

号から第３号までのいずれかに該当する理由があることその他特別の事情

により、当該第三者に対する貸付金の回収が著しく困難であるため、当該

債務者がその債務の全部を一時に履行することが困難であるとき。

２ 市長は、履行期限後においても、前項の規定により履行期限を延長する特

約又は処分をすることができる。この場合においては、既に発生した履行の

遅滞に係る損害賠償金その他の徴収金（次条において「損害賠償金等」とい

う。）に係る市の債権は、徴収すべきものとする。

（債権の放棄）
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第１４条 市長は、市の非強制徴収債権について、次の各号のいずれかに該当

する場合においては、当該債権及び損害賠償金等の全部又は一部を放棄する

ことができる。

(1) 債務者が生活困窮状態（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規

定による保護を受け、又はこれに準ずる状態をいう。）にあり、資力の回復

が困難で、相当の期間を経ても履行の見込みがないと認められるとき。

(2) 破産法（平成１６年法律第７５号）第２５３条第１項、会社更生法（平

成１４年法律第１５４号）第２０４条第１項その他の法令の規定により、

その責任を免れたとき。

(3) 第９条の規定による強制執行等又は第１１条の規定により債権の申出

等の措置をとったにもかかわらず、なお完全に履行されなかった場合にお

いて、債務者が無資力又はこれに近い状態にあり、資力の回復が困難で、

履行の見込みがないと認められるとき。

(4) 第１２条の規定により徴収停止を行った場合において、相当の期間を経

過した後においても、なお同条各号に該当し、これを履行させることが困

難又は不適当と認められるとき。

(5) 債務者が死亡し、その債務について限定承認があった場合において、そ

の相続財産の価額が強制執行をした場合の費用並びに他の優先して弁済を

受ける市の債権及び市以外の者の権利の金額の合計額を超えないと見込ま

れるとき。

(6) 当該債権について、消滅時効に係る時効期間が満了したとき（当該時効

期間満了後に、債務者が当該債権について支払の意思を示し、若しくは一

部を履行したとき、又は債務者が時効を援用しない特別な理由があるとき

を除く。）。
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(7) 当該債権の存在につき法律上の争いがある場合において、市長が勝訴の

見込みがないものと決定したとき。

(8) 債務者等が死亡、失踪、行方不明その他これに準ずる事情があり、かつ、

徴収の見込みがないと認められるとき。

(9) 債務者である法人の清算が結了したとき（当該法人の債務につき弁済の

責に任ずべき他の者があり、その者について前各号に掲げる事由がない場

合を除く。）。

２ 市長は、前項の規定により放棄した非強制徴収債権について、規則で定め

るところにより議会に報告しなければならない。

（委任）

第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。

（壱岐市税外収入金に係る督促等に関する条例の一部改正）

２ 壱岐市税外収入金に係る督促等に関する条例（平成１６年壱岐市条例第５

４号）の一部を次のように改正する。

第４条中「１００円以上」を「２，０００円以上」に、「１００円未満」

を「１，０００円未満」に、「１０円未満の端数」を「１００円未満の端数」

に、「全額が１０円未満」を「全額が１，０００円未満」に改める。

（経過措置）

３ 前項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に発

生する延滞金について適用し、施行日前に発生した延滞金については、なお

従前の例による。
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壱岐市立図書館条例を別紙のとおり定める。 

 

  平成３１年３月５日提出 

 

壱岐市長 白 川 博 一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 図書館法に基づく壱岐市立図書館協議会を設置し、壱岐市の図書行政につい

て審議願うため、関係事項を定めるものである。 

なお、これに伴い壱岐市立郷ノ浦図書館条例及び壱岐市立石田図書館条例は、

廃止する。 
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壱岐市立図書館条例 

 

（趣旨及び設置） 

第１条 市民が図書に親しみ、潤いのあるまちづくりに資するため、図書館法

（昭和２５年法律第１１８号。以下「法」という。）第１０条の規定に基づき、

壱岐市立図書館（以下「図書館」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 図書館の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

壱岐市立郷ノ浦図書館 壱岐市郷ノ浦町本村触４９０番地９ 

壱岐市立石田図書館 壱岐市石田町印通寺浦４７１番地２ 

（管理運営) 

第３条 図書館の管理運営に関する事務は、教育長の所管とする。 

（職員） 

第４条 図書館に館長、司書その他必要な職員を置くことができる。 

（利用者の秘密を守る義務） 

第５条 図書館は、資料の提供活動を通じて知り得た利用者の個人的な秘密を

漏らしてはならない。 

（利用の許可) 

第６条 図書館の視聴覚室及び研修室（以下「視聴覚室等」という。）を利用し

ようとする者又は視聴覚室等を占用して利用しようとする者は、教育長の許

可を受けなければならない。 

２ 教育長は、次の各号のいずれかに該当するときは、前項の許可（以下「利

用の許可」という。）をしない。 

(1) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 
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(2) 図書館の管理上支障があるとき。 

(3) 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益

になると認めるとき。 

(4) その他教育長が適当でないと認めるとき。 

３ 教育長は、図書館の管理上必要があると認めるときは、利用の許可につい

て条件を付することができる。 

（使用料) 

第７条 視聴覚室等の利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）は、別

表に定める使用料を納入しなければならない。 

２ 前項の使用料は、利用の許可の際に納入しなければならない。ただし、教

育長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

（使用料の減免） 

第８条 教育長は、特別の理由があると認めるときは、使用料の全部又は一部

を減額し、又は免除することができる。 

（使用料の返還) 

第９条 既納の使用料は、返還しない。ただし、教育長が特別の理由があると

認めるときは、この限りでない。 

（特別の設備） 

第１０条 視聴覚室等の利用者は、教育長の許可を受けて特別の設備をするこ

とができる。 

 （必要な設備） 

第１１条 教育長は、図書館の管理上必要があると認めるときは、視聴覚室等

の利用者に対し、必要な設備をすることを命ずることができる。 

（権利の譲渡等の禁止） 

第１２条 利用者は、その権利を他人に譲渡し、又は転貸してはならない。 
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（利用目的以外の利用の禁止) 

第１３条 利用者は、許可された利用目的以外に視聴覚室等を利用してはなら

ない。 

（利用の許可の取消し等） 

第１４条 教育長は、利用者が次の各号のいずれかに該当するときは、利用の

許可を取り消し、又は利用を停止し、若しくは制限することができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により利用の許可を受けたとき。 

(2) 利用の許可の条件に違反したとき。 

(3) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

２ 前項の規定による処分によって利用者に損害が生じることがあっても、市

は、その責めを負わない。 

（職員の入室) 

第１５条 利用者は、職員が視聴覚室等の管理のため入室するときは、これを

拒むことができない。 

（原状回復） 

第１６条 利用者は、視聴覚室等の利用を終えたとき、又は第１４条の規定に

より、許可を取り消され、若しくは利用を停止されたときは、直ちにその利

用の場所を原状に回復しなければならない。 

（損害賠償） 

第１７条 自己の責めに帰すべき事由により、図書館の建物若しくはその附属

設備を滅失し、損傷し、若しくは汚損した者又は図書館の資料を亡失し、損

傷し、若しくは汚損した者は、これを直ちに原状に回復し、又はその損害を

賠償しなければならない。ただし、教育長がやむを得ない理由があると認め

るときは、この限りでない。 

（入館の制限） 
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第１８条 教育長は、利用者等が次の各号のいずれかに該当するときは、図書

館への入館を拒み、又は退館を命ずることができる。 

(1) 酒気を帯びていると認められるとき又は他人に危害を及ぼし、若しく

は他人の迷惑になるおそれがあるとき。 

(2) 災害等により、図書館の利用に危険が伴うおそれがあるとき。 

(3) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認めるとき。 

(4) 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益

になると認めるとき。 

(5) 施設等を損壊するおそれがあると認めるとき。 

(6) 前各号に掲げるもののほか、図書館の管理上支障があると認めるとき。 

（図書館協議会の設置） 

第１９条 法第１４条第１項の規定に基づき、図書館に壱岐市図書館協議会（以

下「協議会」という。）を置くことができる。 

２ 委員は、館長の諮問に応じて意見を述べることができる。 

３ 会議は、年１回以上開催し、館長が招集する。 

（協議会の組織) 

第２０条 協議会は、委員１０人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する。 

(1) 学校教育の関係者 

(2) 社会教育の関係者 

(3) 家庭教育の向上に資する活動を行う者 

(4) 学識経験のある者 

(5) その他図書に造詣のある者 

（委員の任期） 

第２１条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任
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期は、前任者の残任期間とする。 

（協議会の会長) 

第２２条 協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が、その職務を

代理する。 

（協議会の会議） 

第２３条 協議会の会議は、会長が議長となる。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは

議長の決するところによる。 

（関係人の出席） 

第２４条 協議会は、必要があると認めるときは、関係人の出席を求め、その

意見を聴くことができる。 

（管理の代行等) 

第２５条 市長は、図書館の管理運営上、必要があると認めるときは、指定管

理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定

する指定管理者をいう。以下同じ。）に図書館の管理を行わせることができる。 

２ 前項の規定により指定管理者に図書館の管理を行わせる場合の当該指定管

理者が行う業務は、次に掲げる業務とする。 

(1) 図書館施設の維持及び管理（教育長が定めるものを除く。） 

(2) 利用の許可等に関すること。 

(3) 前２号に規定する業務に付随する業務 

３ 第１項の規定により指定管理者に管理を行わせる場合に当たっては、この

条例の規定（前項に規定する業務に係る部分に限る。以下同じ。）中「教育長」
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とあるのは「指定管理者」として、この条例の規定を適用する。 

(使用料金の収受等) 

第２６条 前条第１項の規定により指定管理者に図書館の管理を行わせる場合

においては、当該指定管理者に別表に定める使用料を当該指定管理者の収入

として収受させることができる。 

（規則への委任) 

第２７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

教育委員会規則で定める。ただし、協議会の運営に関し必要な事項は、会長

が協議会に諮って定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （壱岐市立郷ノ浦図書館条例等の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

 (1) 壱岐市立郷ノ浦図書館条例（平成１６年壱岐市条例第９１号） 

 (2) 壱岐市立石田図書館条例（平成１６年壱岐市条例第２４１号） 

 （経過措置） 

３ この条例の施行の日の前日までに、壱岐市立石田図書館条例の規定により

なされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされた処

分、手続その他の行為とみなす。 
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別表（第７条関係） 

区分 午前９時から午後６時まで 

視聴覚室 1時間当たり５１０円 冷暖房使用１時間当たり２５０円加算 

研修室 1時間当たり２００円 冷暖房使用１時間当たり１００円加算 

 



議案第１０号 

 

 

   壱岐市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部改正について 

 

 

壱岐市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり

定める。 

 

 

平成３１年３月５日提出 

 

 

壱岐市長 白 川 博 一   

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 災害弔慰金の支給等に関する法律等の一部改正に伴い、所要の改正を行うも

のである。 



   壱岐市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

 

壱岐市災害弔慰金の支給等に関する条例（平成１６年壱岐市条例第１１６号）

の一部を次のように改正する。 

 

第１４条を次のように改める。 

（保証人及び利率） 

第１４条 災害援護資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てること

ができる。 

２ 災害援護資金は、保証人を立てる場合は、無利子とし、保証人を立てない

場合は、据置期間中は無利子とし、据置期間経過後はその利率を延滞の場合

を除き年１．５パーセントとする。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負

担するものとし、その保証債務は、令第９条の違約金を包含するものとする。 

第１５条第１項中「又は半年賦償還」を「、半年賦償還又は月賦償還」に改

め、同条第３項中「、保証人」を削り、「第１２条」を「第１１条」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の壱岐市災害弔慰金の支給等に関する条例第１４条

及び第１５条第３項の規定は、この条例の施行の日以後に生じた災害により

被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の貸付けについて適用し、

同日前に生じた災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する災害援護資金

の貸付けについては、なお従前の例による。 



議案第１１号 

 

 

   壱岐市立幼保連携型認定こども園条例の制定について 

 

 

 壱岐市立幼保連携型認定こども園条例を別紙のとおり定める。 

 

 

  平成３１年３月５日提出 

 

 

壱岐市長 白 川 博 一 

 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

壱岐市立幼保連携型認定こども園の設置に伴い制定するものである。 
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壱岐市立幼保連携型認定こども園条例 

 

 （設置） 

第１条 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律（平成１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）の規定

に基づき、就学前の子どもに対する教育及び保育並びに保護者に対する子育

て支援の総合的な提供を推進することを目的として、壱岐市立幼保連携型認

定こども園（以下「認定こども園」という。）を設置する。 

（名称、位置及び定員） 

第２条 認定こども園の名称、位置及び定員は、次のとおりとする。 

名称 位置 定員 

壱岐市立幼保連携型 

石田こども園 

壱岐市石田町石田西触１２２０番地１ ２００人 

（事業） 

第３条 認定こども園は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる事業を行

う。 

(1) 認定こども園法第２条第１２項に規定する子育て支援事業のうち、地域

における教育及び保育に対する需要に照らし、市長が必要と認める事業 

(2) 認定こども園法第９条各号に掲げる目標の達成に向けた教育及び保育

に関する事業 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業 

（入園の申込み手続） 

第４条 認定こども園に入園を希望する就学前の子どもの保護者は、あらかじ

め市長に入園を申し込むものとする。ただし、児童福祉法（昭和２２年法律
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第１６４号）第２４条第５項又は第６項の規定により市長が入園させる場合

については、この限りでない。 

２ 前項に規定する申込みその他の入園手続に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

（保育料） 

第５条 認定こども園を利用する就学前の子ども（児童福祉法第２４条第５項

又は第６項の規定による措置の対象となる園児を除く。）の保護者は、保育

料を納付しなければならない。 

２ 前項の保育料の額は、壱岐市子どものための教育・保育給付に係る利用者

負担額に関する条例（平成２７年壱岐市条例第９号）に規定する利用者負担

額とする。 

３ 前項の規定にかかわらず、他の市町村において子ども・子育て支援法（平

成２４年法律第６５号）第２０条第４項に規定する支給認定を受けた場合で

あって、当該市町村が定める利用者負担額（同法第２７条第３項第２号及び

第２８条第２項第１号の政令で定める額を限度として当該支給認定保護者の

属する世帯の所得の状況その他の事情を勘案して当該市町村が定める額をい

う。）が前項の保育料の額を超えるときにおける保育料の額は、当該市町村

が定める額とする。 

 （保育料の減免） 

第６条 市長は、特に必要があると認めるときは、保育料を減額し、又は免除

することができる。 

（保育料の不還付） 

第７条 既に納入された保育料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由が

あると認めるときは、この限りでない。 
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（出席の停止又は退園） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、認定こども園に入園

した子どもの出席を停止し、又はこれを退園させることができる。 

(1) 設備その他の事情により、教育又は保育を行うことができないとき。 

(2) 疾病その他の事由により他の子どもに悪影響を及ぼすおそれがあると

き。 

(3) この条例の規定に違反したとき。 

(4) 市長の指示に従わないとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めるとき。 

（損害賠償の義務） 

第９条 認定こども園の施設、設備等を損傷し、汚損し、又は滅失した者は、

市長の指示に基づいてこれを原状に復し、又はその損害を賠償しなければな

らない。ただし、市長がやむを得ない理由があると認めるときは、この限り

でない。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

 （準備行為） 

２ 保育の利用に係る申出その他の準備行為は、この条例の施行の日（以下「施

行日」という。）前においても行うことができる。 
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（壱岐市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部改正） 

３ 壱岐市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平

成１６年壱岐市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

 別表中 

「 

６１ 生活保護嘱託医 月額 ５２，０００ 

６２ 生活保護嘱託精神科医 月額 ３３，０００ 

６３ 認知症地域支援嘱託医 月額 ２０，０００ 

６４ 産業医 年額 １２０，０００ 

６５ その他の附属機関の構成員及び 

非常勤職員 

予算の範囲内で市長が定 

める額 

」を 
「 

６１ 石田こども園嘱託医 年額 １２８，０００ 

６２ 石田こども園嘱託歯科医 年額 １２２，０００ 

６３ 石田こども園薬剤師 年額 １８，７００ 

６４ 生活保護嘱託医 月額 ５２，０００ 

６５ 生活保護嘱託精神科医 月額 ３３，０００ 

６６ 認知症地域支援嘱託医 月額 ２０，０００ 

６７ 産業医 年額 １２０，０００ 

６８ その他の附属機関の構成員 

及び非常勤職員 

予算の範囲内で市長が定 

める額 

」に

改める。 
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（壱岐市議会の議決に付すべき公の施設に関する条例の一部改正） 

４ 壱岐市議会の議決に付すべき公の施設に関する条例（平成１６年壱岐市条

例第５６号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中第７号を第８号とし、第６号の次に次の１号を加える。 

(7) 幼保連携型認定こども園 

（壱岐市立幼稚園条例の一部改正） 

５ 壱岐市立幼稚園条例（平成１６年壱岐市条例第８４号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第２条の表壱岐市立石田幼稚園の項を削る。 

 （壱岐市立幼稚園条例の一部改正に伴う経過措置） 

６ 施行日前に壱岐市立石田幼稚園において受けた教育に係る前項の規定によ

る改正前の壱岐市立幼稚園条例の規定による授業料については、なお従前の

例による。 

（壱岐市保育所条例の一部改正） 

７ 壱岐市保育所条例（平成１６年壱岐市条例第１１８号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第２条中「壱岐市立石田保育所 壱岐市石田町石田西触１２２０番地１」

を削る。 

 （壱岐市保育所条例の一部改正に伴う経過措置） 

８ 施行日前に壱岐市立石田保育所において受けた保育に係る前項の規定によ

る改正前の壱岐市保育所条例の規定による保育料については、なお従前の例

による。 

 

 



議案第１２号 

 

 

   壱岐市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部改正について 

 

 

 壱岐市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

 

  平成３１年３月５日提出 

 

 

壱岐市長 白 川 博 一 

 

 

 

 

（提案理由） 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所

要の改正を行うものである。 

 

 

 



壱岐市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例 

 

壱岐市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２６年壱岐市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 

第１０条第３項第５号中「卒業した者」の次に「（当該学科又は当該課程を

修めて同法の規定による専門職大学の前期課程を修了した者を含む。）」を加

える。 

 

附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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